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本研究では，脱炭素化の技術的可能性と経済的実行可能性の乖離を分析するためのモデルフレームを開発する
ことを目的とする．企業によるエネルギー技術の取り換え問題をパティ・クレイモデルの考え方を用いて定式化
し，各企業の選択を集計することによって，マクロ経済全体の技術ビンテージの分布や炭素量を導く．本研究
では viability制御を用いて企業の投資行動とマクロ経済の成長過程を分析する．本稿では分析の枠組みを示す．
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1. はじめに

エネルギーの脱炭素化は世界的な潮流と認識されて
おり，先進国では政府やグローバル企業が「ネットゼロ」
の達成年限を公表して技術転換を促している．一方で，
各国や地域固有の条件を考慮した，社会としてのアダ
プタビリティについては十分な分析がなされていない．
本研究では，はじめに，各企業が炭素排出を伴う技術
から低炭素排出，無炭素排出の技術へと取り換えてい
く問題を，パティ・クレイモデル (putty-clay model)1)2)

の考え方を用いて定式化する．個々の企業レベルでは，
いったんあるタイプの生産設備が据え付けられると，そ
の設備を使い続ける限り，投入するエネルギーの種類
や CO2の排出量を自由に変化させることはできない．
次いで，各企業が選択する技術や生産を集計すること
によって，マクロ経済全体の技術ビンテージの分布や
炭素量を導く．そして，それらのマクロ変数の動学的
分析を通じて，脱炭素化の技術的可能性と経済的実行
可能性の乖離を示す．また本研究では，従来標準的な
動学的経済モデルで用いられてきた最適制御ではなく，
viability制御3)4) を用いて企業の投資行動とマクロ経済
の成長過程を分析する．マクロ経済が，ある水準の社
会厚生を満たしながら成長することが可能な初期状態
の集合 (viability kernel)を導出することによって，一定
年限の脱炭素化を達成することが可能な社会と不可能

な社会を判別するための分析枠組みを開発することを
目的とする．

2. モデル

(1) 企業の技術選択問題
１部門の開放経済を考える．対象国には代表的家計

が存在し，人口は時間を通じて一定と仮定する．離散
時間軸 (t = t0, · · · , T )を対象とする．対象国は CO2排
出エネルギーを海外から輸入すると仮定する．CO2排
出エネルギーには石油，石炭，天然ガス等が存在する
が，モデルではそれらをひとまとめにして扱う．
各企業の生産水準は資本サービスと全要素生産性の

積によって与えられると仮定する．資本サービス ζ は
物的資本 k と，CO2排出を伴うエネルギー mによっ
て，次式のように与えられるものとする．

ζ = {ak(t)kν + am(t)mν}
1
ν (1)

νは一定のパラメータであり，代替弾力性 1/(1−ν)を構
成する．ak(t), am(t)は以下の関係を満たすものとする．

ak(t) = a(t), am(t) = 1− a(t), 0 < a(t) ≤ 1 (2)

a(t)は当該社会の脱炭素の技術的水準を表す．各企業
にとっては与件である．
資本サービス生成の技術選択をパティ・クレイモデ
ルによって表現する．図-1に示すように，資本サービ
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技術� (clay)Leontief

据え付け前の技術の選択集合
（putty）

図-1 等資本サービス曲線と技術選択

ス生成設備を据え付ける前の技術集合 (k,m)は，滑ら
かな等資本サービス曲線によって与えられる．しかし，
いったんある技術 γ1 = m1/k1を選択すると，その後は
(k,m)の選択比率は γ1に固定されることになる．すな
わち設備の据え付け前には可塑的（パティの状態）で
ある技術が，据え付け後には固定的（クレイの状態）に
なる．各企業のパティのときの問題は以下のように表
される．

min
k,m

ωk(t)k + ωm(t)m+Ω(t)ζ (3a)

subject to {ak(t)kν + am(t)mν}
1
ν = ζ (3b)

ωk(t), ωm(t)はそれぞれ k,mの t期における単位費用
を表す．Ω(t)は新しい設備の据え付けにかかる，単位
資本サービス当たりの固定費用を表す．費用最小化問
題 (3a)(3b)では Ω(t)ζ は与件であり，選択 (k,m)に影
響を及ぼさない．最適 (k,m)と最小化費用は次式のよ
うに決まる．

k∗ = Ξkζ, m∗ = Ξmζ (4a)

C(t, t) · ζ = {C0(t) + Ω} · ζ (4b)

where

Ξk =

(
ak
ωk

) 1
1−ν

Ξ− 1
ν , Ξm =

(
am
ωm

) 1
1−ν

Ξ− 1
ν (4c)

C0(t) = Ξ− 1−ν
ν , Ξ =

a
1

1−ν

k

ω
ν

1−ν

k

+
a

1
1−ν
m

ω
ν

1−ν
m

(4d)

t期のパティの問題で決まる技術は以下のように表さ
れる．

γ(t) =
m∗

k∗
=

{
am(t)ωk(t)

ak(t)ωm(t)

} 1
1−ν

(5)

以後，s期で選択した技術を「技術 s」や「ビンテージ
s」と呼ぶこととする5)6)．技術 sがクレイとなった後，
技術 sに関連した t(> s)期のエネルギー投入量と資本
サービス水準，費用はそれぞれ以下のように決まる．

m(s, t) = γ(s)k(s, t), ζ(s, t) = Γ(s)k(s, t) (6a)

where Γ(s) = {ak(s) + am(s)γ(s)ν}
1
ν (6b)

C(s, t) · ζ(s, t) = ωk(t)k(s, t) + ωm(t)m(s, t)

= {ωk(t) + ωm(t)γ(s)} · k(s, t) (6c)

技術の取り換えの決定は以下の基準で行われる．t期
において

C(s, t) + εst ≤ C(t, t) + εtt

⇒ 技術 sを使い続ける． (7a)

C(s, t) + εst > C(t, t) + εtt

⇒ 技術 tに取り換える． (7b)

ただし εst, εtt は Gumbel分布に従う独立な確率変数で
ある．技術 sをもつ企業が，t期において，技術 sにと
どまる確率と，技術 tに取り換える確率はそれぞれ以下
のように表わされる．

P (s : s, t) =
exp{C(t, t)}

exp{C(s, t)}+ exp{C(t, t)}
(8a)

P (s : t, t) =
exp{C(s, t)}

exp{C(s, t)}+ exp{C(t, t)}
(8b)

企業の技術 sへの資本投資 η(s, t)を以下のように表
現する．

η(s, t) = ι(s, t) · k(s, t) (9)

ι(s, t)は投資率であり，viability controlを受けて変化す
る．詳細は後述する．資本 k(s, t)の形成過程は次式に
従う．

∆k(s, t) = −δk(s, t) + η(s, t)

= {ι(s, t)− δ} · k(s, t) (10)

以後，∆は時間 tに関する差分を表すこととする．δは
減耗率を表す．

(2) 技術と要素の集計
t期におけるビンテージ sの密度を θ(s, t) (s0 ≤ s ≤ t)

により表す．θ(s, t)は企業数で測ったシェアであり，生
産量のシェアではない．s0 (< t0)は最も古いビンテー
ジが生まれた時点である．

0 ≤ θ(s, t) ≤ 1,

t∑
s=s0

θ(s, t) = 1 (11)

全企業数を 1に基準化する．よって θ(s, t)はビンテー
ジ sを採用する企業数を表す．t− 1期から t期にかけ
てシェアは以下のように変化する．

θ(s, t) = θ(s, t− 1)P (s : s, t)

for s = s0, · · · , t− 1 (12a)

θ(t, t) =

t−1∑
s=s0

θ(s, t− 1)P (s : t, t) (12b)

経済全体の資本K(t)と CO2排出エネルギーM(t)，
資本サービス Z(t)，資本サービスの単位コスト ωZ(t)
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はそれぞれ以下のように表される．

K(t) =

t∑
s=s0

θ(s, t)k(s, t) (13a)

M(t) =
t∑

s=s0

θ(s, t)m(s, t) (13b)

Z(t) =

t∑
s=s0

θ(s, t)ζ(s, t) (13c)

ωZ(t) =

t∑
s=s0

θ(s, t)C(s, t) (13d)

t 期の技術の取り換え費用 Λ1(t) と，設備の形成費用
Λ2(t)，CO2排出エネルギー購入費用 Λ3(t)はそれぞれ
以下のように表される．

Λ1(t) = θ(t, t)Ω(t)ζ(t, t) (14a)

Λ2(t) = ι

t∑
s=s0

θ(s, t)k(s, t) = ιK(t) (14b)

Λ3(t) = ωm(t)M(t) (14c)

経済全体の生産 Y (t)は，資本サービス Z(t)に関す
る AK技術で与えられると仮定する．

Y (t) = A(t)Z(t) (15)

A(t)は全要素生産性 (TFP: Total Factor Productivity)を
表す．本モデルでは，土地や人的資本も含むものとす
る．TFPは確率項を伴って変化する．生産と配分の恒
等式は以下のように表される．

Y (t) = C(t) + Λ1(t) + Λ2(t) + NX(t) (16)

C(t)は消費，NX(t)は純輸出を表す．トレードバラン
スは次式のように表される．

∆B(t) = rB(t) + NX(t)− Λ3(t) (17)

B(t)は海外債券の保有水準を表す，符号は貯蓄を正と
する．rは利子率を表す．また CO2排出エネルギーは
全て輸入すると仮定する．

3. 動学的制御

(1) 目標集合とレギュロン
viability制御の対象となる状態ベクトル x(t)を以下

のように設定する．
x(t) = (Y (t), C(t), B(t),M(t)) (18)

viability制御理論では，将来時点における状態ベクトル
が目標集合 (target set)に含まれる経路を探索する．し
たがって x(t)は目標設定の対象となる変数によって構
成されなければならない．上記のように x(t)を特定し
た理由は以下のように与えられる．まず生産 Y (t)は１
部門モデルでは GDPに相当する．GDPの社会厚生指
標としての意義については多くの疑義が示されている
が，経済成長に着目する議論では依然として焦点の一つ

である．消費 C(t)は，通常の効用関数のインプットで
あり，効用水準をベースとした社会厚生評価の基礎情
報である．海外純資産B(t)は，制約なく海外から借金
をして生産を増やすことを防ぐために導入する．具体
的に設定すべき条件は自明ではないが，伝統的に最適
化モデルでは No-Ponzi-Game条件が，実務では「政府
の債務残高の対 GDP比」などが参照されてきている．
CO2排出エネルギーM(t)は本研究の議論でもっとも
注目される変数の一つである．「2050年ネットゼロ」に
向けた排出水準のパスに密接に関連する．
制約集合 KV (constrained set)を以下のように設定す
る．

KV = {(Y (t), C(t), B(t),M(t))|t = t0, t0 + 1, · · ·}

(19a)

such that

Y (t) ≥ Y (t0) · (1 + βY K)t−t0 (19b)

C(t) ≥ C(t0) · (1 + βCK)t−t0 (19c)

B(t) ≥ B(t0) · (1 + βBK)t−t0 (19d)

M(t) ≤ M(t0) · (1 + βMK)t−t0 (19e)

同様に目標集合 CV (target set) を以下のように設定
する．

CV = {(Y (t), C(t), B(t),M(t))|t = t0, t0 + 1, · · ·}

(20a)

such that

Y (t) ≥ Y (t0) · (1 + βY C)
t−t0 (20b)

C(t) ≥ C(t0) · (1 + βCC)
t−t0 (20c)

B(t) ≥ B(t0) · (1 + βBC)
t−t0 (20d)

M(t) ≤ M(t0) · (1 + βMC)
t−t0 (20e)

Set-valued regulation mapを次式のように表現する.

RK(x) = {u ∈ U(x)|

(∆Y (t),∆C(t),∆B(t),∆M(t)) ∈ TKV (x)} (21)

ただし TKV は xにおける KV への接錘 (tangent cone)
を表す．システムを制御する regulonを以下のように設
定する．

u(t) = ({µk(s, t)| for all s}, µC(t), k(t, t)) (22a)

where

∆k(s, t) = µk(s, t) · k(s, t) (22b)

∆C(t) = µC(t) · C(t) (22c)

すなわちシステムを各ビンテージの資本と消費の変化
率によって制御する．ただし k(t, t)は t期の新しいビ
ンテージの資本の初期値である．新技術が選ばれない
場合は 0となる．なお，本モデルでは簡単化のため，低
炭素技術の進歩は外生的であり，次式に従うものと仮
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定する．
a(t) = 1− am0 ·

(
S − t

S − t0

)
for t0 ≤ t ≤ S (23a)

a(t) = 1 for t > S (23b)

すなわちビンテージ S において，完全な脱炭素技術が
実現するものとする．また最先端の技術開発は海外で
行われ，当該国は技術開発費用を負担することはない
ものと仮定する．今後モデルを拡張する際にはこの仮
定は修正する．

viability kernel を Viab(KV ) と表記する．Viab(KV )

は，viableな経路を導く初期状態の集合として定義され
る．また，viable-capture basinを Capt(KV , CV )と表記
する．Capt(KV , CV )は有限時間に CV ∈ KV に到達す
る初期状態の集合として定義される．そして，部分集
合KV がKV = Viab(KV )であるとき「KV は viableで
ある」，また Viab(KV ) = ϕすなわち空集合であるとき
「KV は repellerである」と定義される．

viability理論の関心は，viability kernelを見つけるこ
と（KV が repeller であるケースを見つけること）に
ある．そして viability kernel から出発するシステムの
regulation mapを導くことにある．その際に，システム
の進化には，確定的あるいは確率的なコントロールによ
るものではなく，ダーウィン的なものが想定されてい
る．regulation mapの最も単純な例には，システム x(t)

を一定の成長率で成長させて，KV の境界に近づいた
とき（”The system is at stake.”）のみ内側に跳ね返す，
あるいは成長率をゼロにするような regulation をする
ものがある．この例に示されるように，基本的にシス
テムは慣性の原理 (inertia principle)に従った進化をす
るものと考える．viability 制御が含むこのような想定
は，”Heavy evolution”や”Opportunistic and conservative
behavior of the system”とも表現されている7)．なお，標
準的な viability制御モデルは連続時間軸をもつもので
あるが，本研究では離散時間軸上のモデルを定式化し
ている8)9)．

(2) 制御の例
最も単純な制御のクラスの一つとして以下のような

制御が考えられる．
u(t) = ({µk1(t), µk2(t)}, µC(t), k(t, t)) (24a)

such that

∆k(s, t) = µk1(t) · k(s, t) for s < S (24b)

∆k(s, t) = µk2(t) · k(s, t) for s ≥ S (24c)

∆C(t) = µC(t) · C(t) (24d)

すなわち炭素排出を伴う技術 s(< S) と，無炭素技術
s(≥ S)の間で，異なった資本の増加率を用いるとする．
さらに，CO2排出設備のコントロールについては，ゼロ

排出技術が登場する前後と，さらには経済全体で CO2
排出量（CO2排出エネルギーの投入量に 1対 1に対応）
が一定水準を超える前後で，異なった増加率とするルー
ルが考えられる．整理すると以下のようになる．
µk1(t) =

µk11 ≥ 0 for t < S and M(t) < M̄(t)

µk12 ≤ 0 for t ≥ S and M(t) < M̄(t)

µk11 − µk1M ≥ 0 for t < S and M(t) ≥ M̄(t)

µk12 − µk1M ≤ 0 for t ≥ S and M(t) ≥ M̄(t)

(25a)

µk2(t) ≥ 0 (25b)

すなわちゼロ排出技術が利用可能になったら，またCO2
排出がある水準以上になったら (“at stake”），CO2排
出ビンテージの資本を減らすこととする．消費の増加
率については以下のように考える．

µC(t) =

{
µC1 ≥ 0 for B(t) > B̄(t)

µC2 ≤ 0 for B(t) ≤ B̄(t)
(26)

負債残高が増えすぎたら消費を減らす．それによって純
輸出を増やすことを通じて，負債を減らすこととする．
新しい技術への移行を促進する政策には，新技術取り
付けの固定費用への補助金や，CO2排出エネルギーに
対する課税等がある．それらは企業の技術選択に影響
を与え，社会のビンテージのシェアに影響を与える．一
方で，そのような政策を導入してもなお viability karnel
に含まれない社会がある．今後がそのような社会がも
つ条件について明らかにすることが分析の焦点となる．

4. おわりに

本稿ではパティ・クレイモデルを応用して，エネルギー
転換を伴う設備選択問題を定式化した．また viability制
御の一例を示した．本研究が提案する枠組みは，不確実
性を伴って進化するシステムが viableな状態に留まる
ためのコントロールや環境，政策を分析し，さらには脱
炭素化社会に関する社会的包摂 (socilal inclusion)の判
定を行うために開発されるものである．viability kernel
や viable-capture basinに含まれない初期状態をもつ国
は，「2050ネットゼロ」から排除される (excluded)可能
性が高い．発表時には数値計算事例を紹介する予定で
ある．
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ON THE CONVERSION PROCESS TO DECARBONIZATION TECHNOLOGY
- REVISITING A PUTTY-CLAY MODEL

Muneta YOKOMATSU, Kiyoshi KOBAYASHI, Kwangmoon KIM, and
Sumie NAKAYAMA

This study aims at developing a model frame for analyzing the gap between the technological and eco-
nomic viability of decarbonization. The problem of energy technology replacement by firms is formulated
using the concept of the putty-clay model, and the choices of each firm are aggregated to derive the distri-
bution of technology vintages and carbon stocks across the macroeconomy. We use the viability control to
analyze the investment behavior of firms and the growth process of the macroeconomy.
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